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論 文　機械 式 定着 工 法 に よ る RC 造 ト形 接 合 部 に お け る梁主 筋 の 必 要

　　　　定着長さ

益尾　 潔
＊

要 旨 ； 益尾，窪田 は，機械式定着工 法に よ る RC 造 ト形接合部 に お ける梁主筋 の 側面剥離

定着耐 力 を精 度 よく評価で き る算定式 を既発 表論文 で 提案 した 。 本論文 で は ， 機械 式定着

工 法 に よる定着設 計を 明快に行 えるよ うに，同提案式を基に側面剥 離定着耐力 を確 保す る

た め の 梁主筋の 必 要定着長さの 算定式 を導出する と と もに ，同算定式を用い て 求めた 必 要

定着長 さ の 常用値 と RC構造計算規準に よる常用値 と の 比 較，検討結果 を示 した、
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ー ド ： 機械式定着工 法， ト形接合部，梁主筋，側面 剥離定着耐力，必要 定着長 さ

1． は じめ に

　従来，機械式定着工 法に よ る RC造 ト形接合部

にお ける梁主筋定着部は，定着長 さを一定値以

上 とす るな ど の 基 本要件 を満足 させ た上 で ， 側

面剥離定着耐力が 梁主筋 自体の 降伏引張力を上

回 るよ うに設 計 され て い る D
。

こ の 設計 方法 で

用 い られ て い る村上 ・窪田 式 2）で は ，側 面 剥 離定

着耐力 の 評価に定着長さが考慮 され て い ない 。

　こ れ に対 し，益尾，窪 田 は ， 梁主筋 の 定着長 さ

等 を考慮す る こ とによ っ て ，機械式定着工 法に

よる梁主筋側面剥離定着耐力を精度 よく評価で

きる算定式 を既発 表論 文
3）
で提 案 した。

　本論文 で は ， 機械式定着 工 法 に よる定着設計

を明快に行 える よ うに ，側面剥離定着耐力 の確

保 を条件 と し，筆者 らの 提案式 を基 に梁主筋 の

必 要定着長 さ の 算定式 を導出す る とともに ， 同

算定 式 を用 い て 求 めた必 要定着長 さ の

物を用 い た場合に っ い て ，実験値 ／計算値が ほ

ぼ LO になるよ うに導出 されて お り，同式 に低

減係数 （β a 。
＝0．8）を乗 じた 設計式を用 い て求

めた計算値 は実験値 の 下限 を与 え る 。

　 Tav ＝ k1・k2・k3・k4・k5・k6・σ auo
・Σ Ap

　 σ auo ； （31，2Fc
−o・s−1．26）・Fc

　　　　l 基本支圧 強度 （N／ 
2）

k1 ：支圧 面積比 （α p）による補正 係数

k2 ：定着長 さ比 （ta／db）に よる補正係 数

）

）

q2　

（

k3 ：ス ト ラ ッ ト勾配（ta／jtg）に よ る補正係数

k4 ：側 面 か ぶ り厚 さ比 （Cs／db）によ る補正 係数

k5 ：接 合部横補強筋比 （pjwh）に よる補正 係数

k6 ：定着 筋直径 （db）に よる補正 係数

Fc ： コ ン ク リー トの 圧縮強度 （N／ 
2
）

　Σ Ap ：定着金物 の 支圧 面積 の 総和

α p
＝Ap／at ：支圧 面積比 ，

　 at ；定着筋 の 断面積

ta ：定着長さ，　 pjwh ；接合部横補強筋比 ，

常用値 と RC 計算規準 o
に よる常用値 を　　表 一1　補 正 係数 k1 僧 k6の 算定式 　 実験因 子 の 範 囲

最小 値 最大 値kl ；　5．5／α p　　　　　　　　　　　　　　　（A1）
α P2 ．55 ．8

k2　＝　0．8＋O．0167　　a ／db　≦ 1．1　　　（A2）
k3　＝

　0．7＋O．3　　a ／jtg　≦ LO5 　　　　　（A3）
σ B

（N／ 

2
＞

20．562 ．2

k4；　0．92＋0，02 （Cs／db）≦1．05　　　　（A4） a ／db8 ．O16 ，8

比 較 ， 検討す る 。 併せ て ， 長期荷重 の み

を受ける小梁主筋お よび ス ラブ筋の 必

要 定着長 さに つ い て も検討す る 。

2． 梁主筋側面剥離定着耐力の 算定式

　益尾，窪 田
3）による梁主筋側面剥離

定 着耐力 の 提案式 （1）は ， 既製定着 金

k5　＝　0．9＋12．5pjwh　≦　　1．0　　　　　　　（A5）
a ／Dc0 ．440 ．84

k6　＝　k6d・k6f　≦　　1，0　　　　　　　　　　（A6）−1a
／jt琶 0．5D1 ．18

k6d　； 　1，31−0．Ol25db　≦　　1．0　　　（A6）−2
  ／db2 ．63 ．9

k6f　ニ 　0，492＋0，0169Fc　≧　　1．0　　　（A6）−3P 品
ho0 ．79

（単位 ： mm ，　 N／ 
2
＞

，霊、
1941

＊　 （財） 日本建築総合試験所 試験研究セ ン タ
ー 構造部長　工 博 （正 会員）
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　jtg：梁上 下主筋の 重 心間距 離

表一1に，式 （1）中で 用い た補正係数 k1〜k6の

算定式 と式 （1）の 検証用試 験 体 の 実験 因子 の 範

囲を示す 。 式 （1）で は，側面剥離定着破壊 は柱梁

接合部 の せん断破壊 と複合 して 起 こ る可能性 が

高 い と考え，接合部横補強筋比 pjwh を評価指標

と して い る 。 また ， 定着長 さ eaは ， 定着金 物位

置で の コ ン ク リ
ー

トの 支 圧 抵抗 と 密接に 関係 す

る の で ，評価指標 と して定着長 さ比 ta／db とス

トラ ッ ト勾配 ta／jtgを選定 して い る。　ta／jtgに

っ い て は，柱梁接合部の せ ん 断ひ び割れ に沿 う

圧縮 ス トラ ッ トの傾きも側面剥離定着耐力に影

響を及 ぼす と考えて 選 定 し て い る。

Tmax／Ty　
一

　Tau／Ty 関係 を 図
一1

， 実験値 ／計 算値

の 統 計値
一

覧を表 一2に 示す 。
Tmaxは側面剥 離定

着耐 力実験値，Tyは梁主筋の 引張 降伏耐力 で あ

り，同表中には村上 ・窪 田式 2）
と田才式 5〕

に よる

計算値 を併記 した 。
こ れ らよ り，式 （D に よる側

面剥離定着耐力 Tauは ，い ずれの既製定着金物

を用 い た 場合に も精度 よく評価で きる こ とが わ

か る 。

なお ，式 （1）の 原式 で は ，jtgの 代わ りに 梁 の

応力 中心 距離 」が用 い られ て い るが ，式 （1）で

は，柱梁接合部の 終局強度設 計用 せん 断力 と の

関連を考慮 し，梁上下主筋の重心 間距離 jtgを

用 い て い る
3）。

3．　 梁主筋必要 定藩長 さの 算定式

通常，梁主筋 中心か らの 側面 かぶ り厚 さCs は

3db以上 と され る の で ，　Csfdb＝ 3（k4＝ 0．98）と し，

低減係数（β ao ＝ 0．8）を考慮する と，式（1）よ り，

梁主筋側面剥離定着耐力時の 引張応力 σ sau は ，

下式で求め られ る。

　σ sau ＝ Teu／Σ at ＝ 5，39k2・k3・k5・k6・σ auo 　（3）

式 （3）に対 し， σ sau
＝

σ ・y とす る と ， 下式が

得 られ る。 σ sy は梁主筋の 降伏強度 を示す。

　 Sao；k2・k3＝σ sy ／（5．39k5 ・k6・σ auo ）　　　　（4）

　式 （4）と表 一1 中に 示 し た k2お よ び k3 の 算定

式よ り ， 必要 定着長 さ比 （ta。／db）に 関す る 2 次

式が得 られ，そ の 解 とし て 式 （5）が導出される。

1．o

0．5

0．0
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表 一2　実験値 ／計算値 の 統計 値 一覧 3）

提 案式 村 上 式 田 才 式

CaseLCase2CaselCase2Case1Case2

平 均 値 0．961 ．000 ．971 ．021 ．091 ．13

最 大 値 1．181 ，231 ．291 ．411 ．431 ．86

最小 値 0．780 ．780 ．？10 ．710 ．740 ．74

標 準偏 差 0．090 ．110 ，120 ，150 ．15O ，18

変 動 係 数 0．100 ．110 ．120 ．140 ．13O ．16
Case1 ：窪 田 らの 実験 の 下 端筋 を 除 く場 合 （51体）

Case2 ：全 試 験 体 を 含め た 場 合 （76体 ）

086420211111 ta
。〆db （計 算条 件）

SD390，　D32
Fc≡30N／mm ！

P ∬ h　
＝
　0．3％

jtg／db

10　　　　15　　　 20　　　　25　　　　3Q

図 一一2　jtg／db − 480／db関係

　tao／db＝　　Djg2− 2（Jtg／db）・Sa − Djg　　　　　　　（5）

　 Sa；56− 100Sao，　Djg≡1，17（jtg／db）＋24　　　　（6）

　補正 係数 k2，k3 は，表一1に示す よ うに，益

尾 ・窪 田式 の 検証用実験 よ り ，
k2 ≦ 1．1 お よび

k3 ≦ 1．05 と制 限 され る 。 こ の 制 限を tao で 表

す と，taD ≦ 18db、　 tao ≦ 1．　ljtg となる。

　す なわ ち，ta。 が 18dbまた は 1．　ljtgを超 え る

場合，Ea＝taoと し て 求めた Tauが梁主 筋の降伏耐

力 Tyよ り小 さい と、定着長 さ taを増や して も，

Tauは Tyを超 えない 。こ の 場合，　 Tau＞ Tyとす る

た めには，コ ン ク リー ト強度 Fc，定着筋直径 db，

接合部横補強筋比 pjwhなどを変更 し ， 再度 ， 必

要定着長 さ比 を式 （5）よ り求 め る 必要が ある。

4． 梁主筋必要定着長 さ比の 常用値

　式 （5）による必 要定着長 さ比 ta。／dbは ， 他 の 要

因が
一

定値の 場合，図一2に 示すよ うに，jtg／db
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が大 き い ほ ど増加す る 。

　通 常 ， 定着長 さtaは 12db 以上 と規定 され る こ

とを考慮 し，ta・＝ 12 〜 18dbとす ると，ta。 ≦ 1．ljtg

の 時には，jtg／db＝（eao／db）・（jtg／tao）≧ 10．9 〜

16．　4 となる。これ らの 場合，定着長 さ taを増や

して も ， 式 （D に よる Tauは一定値 とな る。

　
一

方，表 一1に示 し た実験 に よる ta／jtgの 下

限値 （0．5）を用 い ると ， jtg／db＝ 24 とな り ，
db＝

41mm とす る と ，
　 jtg＝984   （概ね 実梁 の 最大値 ）

と な る。な お ，既往実験 の ト形部 分架構 試験体

3）
にお ける jtg／db は 10 〜 20程度で あ る。

　以上 より，jtg／db＝24（Djg＝52．1），　 pjwh＝0．3％

（k5＝0，938）とす る とともに ， 梁主筋の 降伏強度

σ sy を下記 の 上 限強度算定用材料強度 6）
と し，梁

主筋必 要定着長 さ比 の 常用値 を求 め る 。

（SD295）L30 σ syo ，　（SD345，SD390）L25 σ syo

（SD490）LI5 σ sy 。， σ sy 。
：規格最小 降伏 点

　表 一3に，梁主筋 の 鋼種 と呼び名お よび コ ン ク

リ
ー

トの 設計基準強度 Fc を変化 させ て 求め た 梁

主 筋 の 必 要定着長 さ比 tao／dbを呼 び名 に応 じて 3

グル ープ にま とめた 中で ，大きい 方の 呼び 名に

対す る ta。／dbの 値を常用値 と して示 した 。

　同表中の
v − ”

を付 した場合 は ，
k2 ≦ 1．1の 条

件 よ り，接合部横補強筋比 pjwh な どを変 更 しな

ければ ，該当する鉄 筋鋼種に 対 し て 利用 で きな

い コ ン ク リ
ー

トで ある こ とを示す 。

　なお ， jtg／db ＞ 24 の場合 ， 同表 に よる値 を採

用で きな い の で ， 式 （5）に よ っ て ta。／dbを算定す

る必 要 が ある 。

5． RC 規準に よる必夏定着長 さ比 との

比 較

（1）ta。／db − Fc関係

　 RC規準 17条 4）で は，柱梁接合部に お い

て柱筋 ， 梁筋端 を標準 フ ッ ク とす る場合 ，

必 要投影定着長 さtabは，下式 に よる と し

て い る 。 ただ し ， 横補強 筋で 拘 束され た コ

ア 内 に 定着 され る 場合 には 0．8 を乗 じて

よい として い る。梁主筋の 投影定着長 さ

tah の 定義を図一4中に示す 。

表 一3

　　tab　；　S・σ t・db／（8fb）　　　　　　　　　　　　　　（7）

こ こ に，fb：許容付着応力度で 、（Fc／40）＋0．9（N／

 
2
）を用 い る 。

S ： 側面 か ぶ り厚 さに よる必 要定着長 さの修正

　係 数 （標準フ ッ クに対す る側 面かぶ り厚 さが

　鉄筋径の 2．5倍以上 の 時 S＝ O．9 と して よ い 。 ）

σ t ：仕 口面にお け る鉄 筋存在応 力 、 長期 、 短

　 期に係 わ らず，当該鉄筋の 短期許容応力度を

　 用 い る こ とを原則 とす る。

db ： 鉄筋 の 呼び名 に 用 い る数値 （  ）

　 上式 に お い て ，S・O．9， σ t＝fta（短期許容 引

張応力度）と して求めた RC規準 による必要投影

定着長 さ比 tab／db と の 比較 を図
一3 に示す 。 な

お，S；O．9 に対応する側面 か ぷ り厚 さに対する

鉄筋径 の 比 （2．5）は ， 本論文 で 提 案す る表 一3の

計算に 用 い た 梁主筋 中心 か らの最小 側 面 か ぶ り

厚 さの 比 （3）に相 当す る。

　同図中には，RC規準の 適用対象外 の SD490の

場合に も，σ t＝ 490N／Mm2 と し て 式 （7）よ り求 め

た必要投影 定着長 さ比 乏ab ／dbを示 して い る。本

提案お よび RC規準に よる場合 ともに ， ta・／dbま

たは tab／db の プ ロ ッ ト値 を結ぶ同
一線上で の

Fcの 最小値は ， 該 当す る鉄筋鋼 種 に対 して 利用

で きる最 小値 を表す 。
RC規 準 によ る場合 ，

17条

の 解説 に従い ，投影定着長 さの 増大 に よる定着

耐力の 上 昇効果を見込 める上 限を ’ab ／db； 20 と

し表示 して い る。

　 同図に よる と ，
い ずれ の 鋼種 も ， 本提 案によ

る必 要定着長 さ比 ta・ ／db は ，同
一

　Fc に 対する

RC 規準に よ る 必要投影定着長 さ比 tab／db よ り

梁主筋の必要定着長 さ比 tao／db の常用値

Fc （N／mm2）
鋼種 呼び名

21　24　27　30　33　36　39　42　45　48　51　54　57　6D

D25£ 12
SD295D29 　 D321413 12

D35〜D41 一 171514 　　 　　 　　 　 　 12
D25£ 1513 12

SD345D29 　 D3218161514 12
D35〜D41 一 18 ユ513 12
D25£

一
工8 ユ615 ユ413 12

SD39〔｝ D29　 D32 一 181513 12
D35〜D41 ｝

ユ715 　 　 　　 　 12

D25尼 一
　 　 　 18 ユ7161514 ユ312

SD490D29 　 D32 　 171615141312
D35〜D4 一

　　 　　 　　1715141312
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も小 さく，細径 鉄筋の場合，両者の 差は 大 きい 。

ま た，SD295お よび SD345の 場合，呼び名が D35

〜 D41 の 太径 鉄筋 に対 して 利 用 で き る本提案 に

よ るFcの 最小値は，　RC規準に よ る場合よ りも大

き い
。 こ の 点は ， 式 （1）中の 補正係 数 k6よ り，低

強度 コ ン ク リ
ー

トに 対 し，太径鉄筋 の 側面剥離

定着耐 力時 の 支圧強度が細径 鉄 筋 の 場合 よ りも

小 さ く 評価 され る こ とに 起 因す る 。

（2）各錮種 の 利用可能な最小 Fc値

　4章で 前述 した ta。
＝12db 時 の jtg／dbの 下 限値

（10．9）に対 し，式 （5）によ っ て 決定する各鋼種の

利用可能な最小 Fc値の
一

覧を表 一4に示 す 。 同表

中に は ，RC 規準に よ る必 要投影定着長 さtabの

上 限値 20db な らび に 村 上 ・窪田 式 2｝に よ っ て 決

定 す る 最小 Fc値 を併記 した 。

　本提案 によ る最小 Fc値は，同表 に示 す よ うに，

RC規準に よる場合と同程度の値 に なる。

　村上 ・窪 田 式 に よる と，定着長 さtaを 12db 以

上 とする基本要件 を満足す る場合，定着長 さに

係 わ らず ， 以 下に示す よ うに，最小 Fc値が決定

す る 。 同式に よ る最小 Fc値は，太径鉄筋 の 場合，

本 提案 に よる値よ りも小 さい 。こ れ は ，村上 ・窪

田 式で は，鉄 筋直径 の 影響が 考慮 され て い ない

こ とに起因す る 。

（3） 村上 ・窪田式 2）に よ る 最小 Fc 値

　低減係数 β　a＝O．8，支圧 面積比 に よる影響係数

rc　1＝1
， 側 面かぶ り厚 さに よる影響係 数 κ 2；0．99

（∵ Cs／db＝ 3），外周横補強筋 に よる拘束効果の影

20

15

10

t　／d　（t　／db） 十 D25以 下

十 D29，　D32
十 D35 、D4L

圜

20

15

20　　　　 30
　 teo

／db（tab／db＞
40RC

規 準

F。

（NfrmZ）

惑
＋ D25 以下
一e −D29 　 D32
十 D35〜D｛L

圃

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Fc
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （N／mm

：

）10

響係数 κ 3＝1．29−O．146Fc（∵ pjwc；0．3％）とす る

と，側 面剥 離定着強度 σ u が梁主筋 の 降伏強度

σ sy に
一致する条件よ り，最小 Fc値は 次式を用

い て 算定 され る 。

　 σ u ＝ β a
・

κ 1・κ 2・κ 3・101　V
’
　Fe （N〆 

2） （8）

（4）機械式 定着と折 曲げ定着 の 抵抗 機構

　本提案 に よ るtao／dbとRC規準に よ る Eab／dbの

差は ， 機械 式定着 とRC 規準で 主対象 とする折曲

げ定着の 抵抗機構の 差異に起 因す る と考え られ

る。すなわち，図
一4 に示す ように，機械式定着

に よる定着金物内面で の支圧抵抗は ， 折曲げ定

着
4，
に よる折 曲げ部内面で の 支圧 抵抗 よ りも大

きい と推察 され る 。

　梁 主筋の 定着長 さ ta と投影定 着長 さ tah が 等

しい 機械式定着お よび折 曲げ定着 とした ト形接

合部 の 実験
7｝
よ り，折 曲げ定着 の 場合 ，梁 曲げ降

伏後の 接合部せ ん断破壊は，機械式 定着の場合

よ りも早期 に発生 した と報 告 され て い る 。 しか

しなが ら，現在 の と こ ろ ， 両者の 抵抗機構 の 差

異は，実験的に十分 に解明され て い ない 。

表 一4　各鋼種の 利用 可能な最小 Fc 値
一

覧

20

15

20　 　　　 30　　　　 40

　 teo／db（tab／db）　RC規準

丶

十 D32以下

十 D3fi−−D4且

圜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Fc
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ｛N／ 

2
＞

10

　 20　　　　30　　　　4〔レ　　　 50　　　　60　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　7D

図 一3　 提案式による必要定着 長さ比と RC 規準 に よる必要投影定着長 さ比の 比較
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6． 仕 ロ
ー般 にお ける鉄筋定着部

（D 必要定着長 さ比

　柱梁接合部 以外 の 仕 口部
一

般 に つ い ては ，柱

梁接合部 と同等 の コ ア を形成す る こ とが難 しい

と推察 され るが ，小梁主筋お よ び ス ラ ブ筋は ，

長期荷重 の み を受け ， 正負繰 り返 し の 地 震荷重

を受けない。こ の よ うな応力下 の機械式定着工

法 に よ る鉄筋 の 定着性能は 実験 的に明 ら か に さ

れて い な い。

RC規準4 ）で は，仕 ロ
ー般 にお け る引張鉄 筋 の 必

要定着長 さは ，靱性保証型指針 6）
に示 され た 掻

き出 し定着耐 力式 を基に，横補強 筋の 効 果 を無

視す るなど の 簡略化 を行な っ た 算定式を用 い ，

定着筋 1 本 あた りの 仕 口幅 に対す る定着 耐力 を

確保す るた め の 必要投影 定着長 さを求 める こ と

と し て い る 。 し か し なが ら， ト形接合部 の 既往

実験 3）
に よ る と，掻 き出し定着破壊は，定着長 さ

が短 い 場合に表れ る破壊形式であ り，掻き出 し

定着耐力 の 実験 値 に対す る靱性 保証型指針式 に

よ る推定精度は あま り よ くな い 。

　引張力 を受け る小梁や ス ラブ端 部 の 上端 主筋

定着部 つ い て は ， 通常 ， 側面 は拘束 され て い る

が ，上 面 は 拘 束 され て い な い の で ，機械式 定着

の 場合 ， 上 面側 は側面剥 離破壊 を起 こ す恐 れが

あ る 。 こ の場合 ，定着側 の 梁断面 内に適切な肋

筋が配置 され て い れば，式 （D に よる側面剥 離定

着耐力 と同程度 以上 の 定着 耐力 を発 現す ると推

察される 。

　以上 よ り， 定着筋 の 拘 束度合 い を安全側 に評

価す る こ と を意図 し，式 （3）に お い て pjwh ＝ O

（k5＝ 0．9）とする とともに ，ト形接合部の 既往実

験で 採用 され た ス トラ ッ ト勾配 （ta／jtg）の 中で

ス トラ ッ トに よ る拘束が最も小 さい 値 （0．5）を用

い k3＝0．85 と仮定 し ， 小梁主筋お よび ス ラブ筋

の 必要定着長 さtaeを式 （9）よ り求 める 。

　tao／db； 14．5φ a
・fta／（k6・σ auo ）−47．9　　　　（9）

　fta ：主筋 の 長期許容 引張応 力度

　 φ a ：定着耐 力 に対す る 安全率 （φ a ＝ 2，0）

上式に よる と ， 必要 定着長 さta。 は，　 SD345

〜SD490の 場合，鋼種に係 わ らず同じ長期許容

　支圧 面 積比 （ap ；Ap！at ）
既製気匸着金 物 a）場合 　　α p ≒ 5

　 　 　 　 　 　 　 te

定着板 　 「羸 「
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 仕 口面
　 　 　 A

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 →

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 引張 力 T
定 着 筋 　　　　　定着筋
　 　 aτ

　 （a ） 機械式 定着の 場合

　　 内法 直径 bia＝5dhの 場合
支圧 面 積 比 α p

＝．ap／at＝2blm！（π
・db）＝3．2

　 　 　 　 　 　 　 　 Fah

轟翫 瘋 ・

　D・・〆2｛：

蕊醗 ・・ 婁
Dla

ヰ

引張力 T

Dia ’
折 り 曲げ内法直径

　 　　 　　 （b） 折 曲げ定着 の 場合

図 一4　機械式定着 と折曲 げ定着の 抵抗機構

引張応力度 ftaに 対 し て算定 され，そ の 値は 同

じ ftaを用 い て求め る当該 の 小梁お よび ス ラブ

の 長期許容 曲げ モ
ー

メ ン トと整 合 す る 。 また，

定着耐力に 対する安全率 φ a は ，鉄筋の長期許

容引張応力度に対 する短期許容引張応力度 の

比 （1．5）お よび長期荷重 の 変動 を考慮 して 2．O

と し た。

（2）必要定着長 さ比 の 常用値

必要定着長 さta。 は ，　 ftaを大きく見積 もっ た

方が 大き 目に算定 され る の で，SD295 の 場合は

fta；195N／mm2 ，
　 SD345〜 SD490の 場合は fta；

215N／ 
2
として算定 した ta。 を用 い て常用値 を

定め る。す なわ ち ， 表一3 と同様 ，梁 主筋 の 鋼

種 と呼び名 お よび コ ン ク リー トの 設計 基準強

度 を変化 させ て式 （9）よ り求 めた 必 要定着長 さ

比 ta・ ／db を呼び 名 に応 じて 2 〜 3 グル
ープに

まとめた 中で ，大きい 方の 呼び名 に対す る

ta。／dbの 値を常用値 と し，表 一5 に示 した。

　同表に示す よ うに ，小梁主筋お よび ス ラブ筋

の 必要 定着長 さ比 ta。／dbの 常用値 は ， ト形接 合

部にお け る梁主筋に 対する表一3に よる常用値よ

りもやや 大 き 目の 値とな る 。
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表
一5 　小 梁主筋 お よびス ラ ブ筋の

必蔓定着長さ比 tao／db の常用値
Fc （N／mm2 ）

鋼 種 呼 び 名
212427 　30　33　363942 　45　48　51　54　57　60

D25以 下 14 12

SD295D29 ，　D32 一 161312 12

D35〜D41 一 14　　　 　　　　 12

D25以 下
一 16 ユ412 12SD345SD390SD490D29

，　D32 皿 17 12

D35〜D41 一
　　　　15　　　 　　　 12

（3） RC 規準によ る必要定着長 さ比 との 比 較

RC 規準 17条
4）に よる と，仕 ロ

ー般 の 鉄筋端を

標 準 フ ッ ク とす る場合，必 要投影定着長 さeabは

S＝（4db）／Bs を用 い て計算され る 。
　Bs は ， 定着筋

1本 あた りの 仕 口 幅で ，鉄筋径 の 5倍を超 え る場

合 は 5db と し
， 補強筋で拘束 され た コ ア 内 に 定

着す る 場 合 に は さ らに 0．8 を乗 じて よい と し て

い る。

図
一5に，Bs／db＝4 とする と と もに，補強筋で 拘

束 され た コ ア 内に 定着 され る と し ，σ t＝fta（短

期許容引張応力度）と し て 求めた RC 規準に よる

tab／db との 比較 を示す 。

　同図に よる と ， 本提案 によ るta・ ／db の 値 は ，
い

ずれ の 鋼種 も同
一 Fcに 対 し ，RC規準 に よ る eeb／

db の 値 よ りもか な り小 さい 。た だ し ，本提案に

よ る場合，式 （9）に よ る ta・／dbが 18 を超 え ると ，

式 （5）の 場合 と 同様，k2 ≦ 1．1の 条件 よ り ，Fc を

大 き くす るか ， 鋼種 を下げるか ある い は細径 鉄

筋を使用する必要がある 。

20

15

LO

20

15

20　　　 　 30　 　　 　 40

　teo
〆db（tab／db）

　 　 　 　 　 RC規 準

一凸一D25以下

十 D29，　D32
十 D35 〜D41

匯

Fe
（N／ 

2
）

　

甌諜
＋ D25 以 下

十 D29，D32
十 D35〜D41

謝 辞

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Fc
　 IO
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （Nノ 

2
）

　 　 20　 　　 　 30　　 　　 40

図 一5　小梁主筋お よびス ラ ブ筋

の 必要 定着長 さ比 の 常用 値の 比 較

　本研究は，日本建築総合試験所が組織する 「機

械式鉄筋 定着工 法委員会 （委員長 ；窪 田敏行 近

畿大学教授 ）で の 活動 として行 っ た も の であ り，

こ こ に記 して ， 委員各位 に感謝 の 意を表す る。

機械式鉄筋定着工 法研 究委員会

7， ま とめ

　本論文で は ，機械式定着工 法 に よる ト形接合

部にお ける梁主筋側 面剥離定着耐力を確保する

た め の 梁主筋 の 必要定着長 さの算定式 を導出す

る とともに，同算定式を用 い て求めた必 要定着

長 さの 常用値 と RC 計算規準 によ る常用値 を比

較，検討 し，いずれ の鋼種 も ， 本提 案によ る必

要 定着長 さta・ は，同
一Fcに 対する RC計算規準

に よる必 要投影定着長 さtabよ りも小 さくなる

こ と等を明 らか に した。併せ て ，長期荷重の み

を受け る 小 梁主筋お よ び ス ラ ブ筋 の 必要定着長

さの 検討結 果 を示 した。
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